
プライバシーポリシー

（個人情報および特定個人情報等の取扱いについて）

当社は、個人情報および特定個人情報等（個人番号および個人番号をその内

容に含む個人情報をいう。以下同じ。）に関するセキュリティ対策の確立と個

人情報および特定個人情報等の保護の実践を社会的使命と考え、個人情報およ

び特定個人情報等の適正な取扱いの確保について組織として取り組むため、以

下のとおり、プライバシーポリシーを定めます。

本プライバシーポリシーにおける用語の意味は、別段の定めがある場合を除

き、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号。その後の改正を含

む。）並びにこれに関する政令、規則および国が定めるガイドライン等の定め

るところによるものとします。

1.関係法令・ガイドラインの遵守

当社は、個人情報および特定個人情報等の取扱いに関する法令、国が定める

ガイドライン、本プライバシーポリシー等を遵守し、これらにもとづいて個人

情報および特定個人情報等を保護するように実践いたします。

2．特定個人情報等の取得、利用、提供

　当社は、特定個人情報等を取得する場合は、事前に利用目的を明示したうえ

で取得いたします。

　また、ご提供いただいた特定個人情報等は、明示した目的にのみ利用するも

のとし、目的外の利用はいたしません。

　当社は、法令にもとづく場合を除き、特定個人情報等を開示または提供いた

しません。

3. 個人情報の利用目的

当社は、以下の利用目的の達成に必要な範囲内および同意の範囲内で個人情

報を取得、利用させていただきます。

なお、ご本人への通知、利用約款などへの方法により個別に利用目的を明示

させていただいている場合には、その個別の利用目的がここでの記載に優先い

たしますのでご了承ください。

１）お客様、取引先、採用応募者等の「個人情報」の利用目的



個人情報の類型 利用目的

１ 契約などに伴い取得する個人

情報

契約の締結および履行、契約・取引にか

かわる事前または、事後の各種手続の実

施ほか、当社およびグループ会社が主催

するセミナーなどのご案内、お取引先さ

まへのお問い合わせやご依頼などのため

２ セミナー、イベントなどで取

得する情報・来場者名簿など

・来場御礼、関連セミナーのご案内、当

社商品・サービスのご案内などのため

・来場者情報（性別、住所等）を分析

し、そのニーズに合わせた、以降のサー

ビス提供・広告のため

３ ウェブサイト、電話からのお

問い合せ情報

・当該お問い合わせに対する回答の返信

のため

・問い合わせ情報を分析し、そのニーズ

に合わせた、以降のサービス提供・広告

のため

４ 採用応募者情報 採用募集選考・入社手続きのため

５ 委託契約に基づく個人事業

者、講師、弁護士、税理士、

社会保険労務士などの特定個

人情報

報酬・料金等の支払調書作成事務のため

６ 個人不動産事業者の特定個人

情報

不動産取引に関する支払調書作成事務の

ため

※当社に個人情報をご提供いただくかどうかは、お客様の任意によるものです。その際に必要な個人情報

が不足していた場合は、当社のサービスの全部または一部が受けられないことがございます。

２）従業員等の「個人情報」の利用目的

　 個人情報の類型 利用目的

１ 氏名、生年月日、住所等の基本情報 人事労務管理のため

２ 賃金関係情報

３ 家族・親族関係情報

４ 身体・健康関係情報

５ 人事関係情報

６ 労働組合関係情報

７ 上記に掲げるものの他、会社が人事・労務管



理上収集、保管および利用等する個人情報

※当社は、従業員等から書面により上記以外の個人情報を取得、利用する場合には、法令に定める場合を

除いて当該書面に記載されている利用目的の範囲内で利用します。

※従業員等とは、役員、執行役員、顧問、相談役、社員、契約社員、パートタイマー、派遣社員をいいま

す。

4. 個人情報の第三者提供

１）お客様、取引先、採用応募者等の個人情報の第三者提供

当社は、お客様等より取得させていただいた個人情報を適切に管理し、以下

のいずれかに該当する場合を除き、第三者に提供することはありません。

ａ 本人の同意がある場合

（ただし、特定個人情報につきましては、ご本人の同意の有無

にかかわらず第三者に提供いたしません）

ｂ 個人情報の取扱に関する業務の全部または一部を委託する場合

（ただし、この場合、委託先との間で個人情報保護に関する契

約を締結するなど、委託先の適切な監督に努めます）

ｃ 法令に基づく場合

ｄ 人の生命、身体または財産の保護のため必要がある場合であっ

て、本人の同意を得ることが困難であるとき

ｅ 公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必

要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であると

き

f 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令

の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合

であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障

を及ぼすおそれがあるとき

g 学術研究機関等に個人データを提供する場合であって、当該学

術研究機関等が当該個人データを学術研究目的で取り扱う必要

があるとき（当該個人データを取り扱う目的の一部が学術研究

目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそ

れがある場合を除く。）

２）従業員等の個人情報の第三者提供

（１）当社は、従業員等より取得した個人データを適切に管理し、下記（２）



記載の目的、項目および手段・方法による場合を除き、あらかじめ従業員等の

同意を得ることなく第三者に提供することはありません。ただし、次の場合は

除きます。

①　法令に基づく場合

　　　②　人の生命、身体または財産の保護のため必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき

　　　③　公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要が

ある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。

　　　④　国の機関もしくは地方公共団体またはその他の委託を受けた者が法

令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であ

って、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすお

それがあるとき。

⑤　学術研究機関等に個人データを提供する場合であって、当該学術研

究機関等が当該個人データを学術研究目的で取り扱う必要があるとき

（当該個人データを取り扱う目的の一部が学術研究目的である場合を

含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。）

（２）当社は、次のとおり、従業員等の個人データを第三者に提供します。

目　　的 項　　　　　目 第三者提供の

手段・方法

１．大学就職部への在

職者名簿の提供

氏名、卒業年月、入社

年月、所属部署、役

職、勤務地

紙媒体への印字によ

る一覧表での提供

２．企業保険契約にお

ける、加入申込み、保

険金等の請求、保全関

係手続き

氏名、社員番号、勤務

所番号、性別、生年月

日、基準給与、融資

（予定）額、健康状態

紙媒体に印字するこ

とによる一覧表での

提供

３．報道機関に対する

役職員の就任等の会社

の重要な人事情報の提

供

【役員の場合】

氏名、部署、役職、就

退任日、勤務先事業所

名、序列、代表権の有

無、性別、生年月日、

入社年月日、出身地、

出身学校、学部、学

科、卒業年、卒業区

紙媒体への印字によ

る一覧表での提供ま

たは当該一覧表を電

子的媒体に格納して

の提供



分、社内異動歴

【部長クラスの場合】

氏名、部署、役職、職

務区分、勤務先事業所

名

４．カード発行（信

販）会社からの在籍の

問合わせの応答

氏名、入社年月、勤務

先事業所

電話による問合わせ

に対する口頭での応

答による提供

５．借上社宅の家主お

よび仲介業者等への提

供

氏名、性別、年齢、生

年月日、住所、電話番

号等、部署、勤続年

数、年収、同居家族の

情報（氏名、性別、生

年月日、年齢、続柄、

勤務先名・学校名）

入居申込書、賃貸借

契約書等紙媒体へ記

入することによる提

出

６．当社の指定する運

送業者に対する社員の

異動発令に伴う引越し

業務委託のため

氏名、引越し元住所、

引越し先住所、電話番

号、家族構成

当該項目を紙媒体に

記載しての提供

７．団体契約を締結し

ている生命保険会社へ

の契約者の所属部署の

提供

氏名、所属部署 当該情報を一覧とし

て電子媒体に格納し

ての提供

８．内線電話で接続さ

れている協力会社から

の連絡のため

氏名、所属、内線電話

番号

内線電話番号表とし

て紙媒体での提供

９．業務の発注者等に

対し業務の履行、業務

の受託および必要な官

公庁等への届出に際し

て必要な技術者の情報

を提供するため

氏名、生年月日、学

歴、職歴、職務経歴、

資格名称、資格取得期

間、雇用保険被保険者

番号、現住所（郵便番

号含む）など

業登録、技術者経歴

書、技術提案書、指

名競争入札等参加申

請書等への添付資料

として、紙媒体への

印字による提供

１０．官公庁などの発

注者に対し雇用関係が

存在していることを証

賃金台帳（写し）、雇

用保険の資格取得等確

認通知書（写し）、厚

該当書面を紙媒体に

複製しての提供



明するため 生年金保険被保険者標

準報酬額決定通知書

（写し）

１１．公的資格の付与

機関から当該資格の取

得証明などの交付を受

けるため

氏名、生年月日、住

所、電話番号、登録年

月日、登録番号、勤務

先、登録内容（種別、

部門など）

証明書交付願など紙

媒体への記入による

提供

（３）当社は、従業員等からの求めに応じ、個人情報の第三者に対する提供を

停止することとしています。

5. 個人情報の共同利用

１）グループ共同利用

当社は、お客様等からお預かりした個人情報を、以下のとおり、グループ会

社間で必要な範囲内で共同利用する場合があります。ただし、特定個人情報の

共同利用は行いません。共同利用については以下のとおりです。

（1）共同利用するグループ会社

鹿追未来エネルギー株式会社、株式会社エネウィルならびに株式会社エネ

ウィルの子会社および関連会社

https://enewill.com/

https://www.kesennuma-ge.jp/

https://www.miyoshi-energy.jp/

https://www.mirai-tsuno.jp/

（2）お客様、取引先、採用応募者等の共同利用の情報項目および目的

共同利用する情報項目 共同利用の目的

１ 当社の業務において取

り扱う個人情報（住

所、氏名、電話番号、

メールアドレス、生年

月日、性別、所属に関

する（会社名、部署名

等）役職など）

当社および共同利用するグループ会社

が総合的なサービスを提供するため



２ セミナー、イベント参

加者の会社名、住所、

所属、役職、氏名、電

話番号、電子メールア

ドレスなど

・関連セミナーなどのご案内、当社商

品・サービスのご案内のため

・来場者情報（性別、住所等）を分析

し、そのニーズに合わせた、以降のサ

ービス提供・広告のため

３ ウェブサイト・電話な

どでの、お問い合わ

せ、資料請求、相談・

苦情などの申し出者の

住所、氏名、電話番

号、メールアドレス、

（内容により、会社

名）、お問い合わせ内

容など

・お問い合わせの適切な対応のため

・お問い合わせ情報を分析し、そのニ

ーズに合わせた、以降のサービス提

供・広告のため

４ 来訪される方の会社

名、氏名、監視カメラ

の映像など

当社のセキュリティ確保のため

５ お取引先様に関する方

の会社名、氏名、口

座、メールアドレスな

ど

お取引先様へのお問い合わせやご依頼

などのため

６ 採用応募者の履歴書記

載内容

当社および当社グループの採用選考、

および入社手続きのため

（2）従業員等の共同利用の情報項目および目的

　 共同利用する項目 共同利用の目的

１ 氏名、生年月日、住所等の基本情報 ・グループの事業運営、

雇用管理などのため

・出向・転籍検討・決定

時参考資料として　　　

・出向・転籍受入先企業

での当該出向・転籍者の

雇用管理、事業運営のた

め

２ 賃金関係情報

３ 家族・親族関係情報

４ 身体・健康関係情報

５ 人事関係情報

６ 労働組合関係情報

７ 上記に掲げるものの他、会社が人事・労務

管理上収集、保管および利用等する個人情

報



（3）管理の責任を有する者の名称等

鹿追未来エネルギー株式会社

２）電力小売り事業に関する共同利用

（1）共同利用する者の範囲

当社は、以下の者との間でお客様の個人情報を共同で利用することがあり

ます※1

・小売電気事業者※2

・一般送配電事業者※3

・配電事業者

・需要抑制契約者※4

・電力広域的運営推進機関※5

（2）共同利用の目的

当社は、上記（1）の「共同利用する者」との間で、以下の各号の目的で

お客様の個人情報を共同利用します。

① 託送供給契約または電力量調整供給契約(以下「託送供給等契約」とい

います。) の締結、変更または解約のため

② 小売供給契約（離島供給および最終保障供給に関する契約を含む。）

または電気受給契約（以下「小売供給等契約」といいます。）の廃止取

次※6のため

③ 供給（受電）地点に関する情報の確認のため

④ 電力量の検針、設備の保守・点検・交換、停電時・災害時等の設備の

調査その他の託送供給等契約に基づく一般送配電事業者および配電事業

者の業務遂行のため

⑤ ネガワット取引に関する業務遂行のため

（3）共同利用する情報項目

当社は、上記（1）の「共同利用する者」との間で、以下の各号の情報を

共同利用します。

① 基本情報：氏名、住所、電話番号および小売供給等契約の契約番号

② 供給（受電）地点に関する情報：託送供給等契約を締結する一般送配

電事業者および配電事業者の供給区域、離島供給約款対象、供給（受

電）地点特定番号、託送契約高情報、電流上限値、接続送電サービスメ

ニュー、力率、供給方式、託送契約決定方法、計器情報、引込柱番号、

系統連系設備有無、託送契約異動年月日、検針日、契約状態、廃止措置



方法

③ ネガワット取引に関する情報：発電販売量、需要調達量、需要抑制量、

ベースライン

（4）共同利用の管理責任者

共同利用における各号の管理責任者は以下の通りです。

① 基本情報： 小売供給等契約を締結している小売電気事業者（但し、離

島供給または最終保障供給を受けている需要者に関する基本情報について

は、一般送配電事業者）

② 供給(受電)地点に関する情報：供給(受電)地点を供給区域とする一般

送配電事業者および配電事業者

③ ネガワット取引に関する情報：需要抑制契約者

※1 当社は、共同利用の目的のために必要な範囲の事業者に限定してお客様の個人情報を共同

利用するものであり、必ずしも全ての小売電気事業者、一般送配電事業者、需要抑制契約者

および配電事業者との間でお客様の個人情報を共同利用するものではありません。

※2 小売電気事業者とは、 電気事業法（昭和 39 年 7 月 11 日法律第 170 号）第 2 条の 5 第 1 項に

規定する登録拒否事由に該当せず、小売電気事業者として経済産業大臣の登録を受けた事

業者（電気事業法等の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 72 号）の附則により、小売電

気事業者の登録を受けたとみなされた事業者を含みます。）をいいます（事業者の名称、所在

地、代表者氏名につきましては、資源エネルギー庁のホームペー  ジ  

（http://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/summary/retailer

s_list/）をご参照ください）。

※3 一般送配電事業者とは、以下をいいます。

北海道電力ネットワーク株式会社

（https://www.hepco.co.jp/network/corporate/company/index.html）

東北電力ネットワーク株式会社（https://nw.tohoku-epco.co.jp/company/profile/）

東京電力パワーグリッド株式会社（https://www.tepco.co.jp/pg/company/summary/）

中部電力パワーグリッド株式会社

（https://powergrid.chuden.co.jp/corporate/company/com_outline/）

北陸電力送配電株式会社（https://www.rikuden.co.jp/nw_company/ ）

関西電力送配電株式会社（https://www.kansai-td.co.jp/corporate/profile/index.html ）

中国電力ネットワーク株式会社（https://www.energia.co.jp/nw/company/guide/outline/

）

四国電力送配電株式会社

（https://www.yonden.co.jp/nw/corporate/summary/index.html ）

九州電力送配電株式会社（https://www.kyuden.co.jp/td_company_outline_index ）

http://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/summary/retailers_list
http://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/summary/retailers_list


沖縄電力株式会社（https://www.okiden.co.jp/company/guide/ ）

（事業者の名称、所在地、代表者の氏名については、各一般送配電事業者のホームページ

をご参照ください）

※4 需要抑制契約者とは、一般送配電事業者または配電事業者たる会員との間で需要抑制量調整

供給契約を締結している事業者（契約締結前に事業者コードを取得 している事業者を含みま

す）をいいます（事業者の名称、所在地、代表者の氏名については、電力広域的運営推進機

関のホームページ（https://www.occto.or.jp/privacy/negawatt-jigyousya.html）をご参照く

ださい）。

※5 電力広域的運営推進機関の名称、所在地、代表者の氏名については、電力広域的運営推進機

関のホームページ（https://www.occto.or.jp/occto/about_occto/soshiki.html）をご参照くだ

さい。

※6 「小売供給等契約の廃止取次」とは、お客様から新たに小売供給等契約の申込みを受けた事

業者が、お客様を代行して、既存の事業者に対して、小売供給等契約の解約の申込みを行う

ことをいいます。

6.個人情報および特定個人情報等の安全管理について

　当社では、ご提供いただいた個人情報および特定個人情報等に対し、合理的

範囲でセキュリティ対策等の安全対策を実施し、漏洩、滅失、き損または不正

アクセスを防止することに努めます。当社が安全管理のために講じる具体的な

措置は以下のとおりです。

１）基本方針の策定：個人データの適正な取扱いの確保のため、「関係法令・

ガイドライン等の遵守」、「質問および苦情処理の窓口」等についての基本

方針を策定します。

２）個人データの取扱いに係る規律の整備：取得、利用、保存、提供、削除・

廃棄等の段階ごとに、取扱方法、責任者・担当者およびその任務等について、

個人データの取扱規程を策定します。

３）組織的安全管理措置：個人データの取扱いに関する責任者を設置するとと

もに、個人データを取り扱う従業者および当該従業者が取り扱う個人データ

の範囲を明確化し、法や取扱規程に違反している事実又は兆候を把握した場

合の責任者への報告連絡体制を整備します。

４）人的安全管理措置：個人データの取扱いに関する留意事項について、従業

者に定期的な研修を実施します。

５）物理的安全管理措置：個人データを取り扱う区域において、従業者の入退

室管理及び持ち込む機器等の制限を行うとともに、権限を有しない者による



個人データの閲覧を防止する措置を実施しております。

６）技術的安全管理措置：アクセス制御を実施して、担当者および取り扱う個

人データベース等の範囲を限定します。また、個人データを取り扱う情報シ

ステムを外部からの不正アクセス又は不正ソフトウェアから保護する仕組み

を導入します。

７）外的環境の把握：外国において個人データを取り扱う場合には、当該外国

の個人情報保護制度等を把握したうえで、個人データの安全管理のために必

要かつ適切な措置を講じます。

7. 保有個人データの開示・訂正・削除・利用停止などについて

当社が保有する保有個人データについて、ご本人またはその代理人からの利用

目的の通知の求め、開示・訂正・追加・削除・利用停止・第三者提供停止の請

求、第三者提供記録の開示請求は、以下窓口にて対応させていただいておりま

す。手続きについては、「開示等の請求手続きについて」をご覧下さい。なお、

当該保有個人データの開示等により、ご本人もしくは第三者の生命、財産など

に危害が及ぶおそれがある場合など、お申し出に応じられない場合があります。

8. 当社の名称・住所・代表者の氏名

鹿追未来エネルギー株式会社

当社の住所・代表者等の情報については、以下をご参照ください。

〒081-0292

北海道河東郡鹿追町東町一丁目15番地 1

代表取締役　野稲秀紀

9. 質問および苦情等の窓口

当社の個人情報及び特定個人情報等の取扱いに関する苦情・相談は下記まで

お申し出ください。

　●お電話による場合

　　鹿追未来エネルギー株式会社　人事総務部

０３－４４７６－８０５４（東京オフィス）

※受付時間は、当社の営業日の午前９時３０分から午後５時までとさせて

頂きます。

　●電子メールによる場合

　　info@shikaoi-mirai.jp

　

https://enewill.com/policy/disclosure.html


　●ご来社について

　　直接ご来社頂いてのお申出は、お受けしかねますので、その旨ご了承賜り

ますようお願い申し上げます。

以上



開示等の請求手続きについて

当社では、保有個人データの本人またはその代理人からの開示等の請求につ

いて、以下の申し出先にて対応させていただいております。

（1）開示等の請求のお申し出先

開示等の請求は、所定の請求書に必要書類を添付のうえ、次の宛先に郵

送にてお申し出下さいます様にお願い申し上げます。

【宛先】

〒081-0292

北海道河東郡鹿追町東町一丁目15番地 1

鹿追未来エネルギー株式会社　人事総務部

（2）開示等の請求に際して提出していただく書類

本人が開示等の請求をされる場合には、次の（a）を請求、取得し、所定

の事項をご記入の上、本人確認のための書類（b）または（c）を同封しご

郵送下さい。

a.開示等請求書 

b.現住所表記のある公的身分証明証の写し

運転免許証、パスポート、個人番号カード、住民基本台帳カード、印鑑

証明書、外国人登録証明書または在留カード・特別永住者証明証など

※運転免許証は、現住所が裏面に記載されている場合は裏面も送付して

ください。

※個人番号カードの写しを提出する場合は、表面のみ（個人番号の記載

のない面）を複写してください。

（個人番号通知カードは不可）

※現住所と公的身分証明証記載の住所が異なる場合には（c）にてご対応

下さい。

c．現住所表記のない公的身分証明証の写しと３カ月以内の個人番号なし住

民票写し原本

健康保険証、身体障がい者手帳または療育手帳または精神障がい者保健

福祉手帳

（3）代理人による開示等の請求

開示等の請求をされる方が、未成年者、未成年被後見人、もしくは成年



被後見人の法定代理人、または開示等の求めをすることにつき本人が委任

した代理人である場合は次の書類（a）または（b）をご同封下さい。

a.法定代理人の場合

・本人確認書類

・法定代理人の本人確認書類（※本人確認書類と同様）

・本人が未成年者の場合：戸籍謄本（親子関係の分かるもの）

・本人が成年被後見人の場合：登記事項証明書（成年後見人名の記載が

あるもの）

・本人が未成年被後見人の場合：戸籍謄本（未成年後見人名の記載があ

るもの）

ｂ.委任による代理人(任意代理人)の場合

・本人確認書類

・任意代理人の本人確認書類（※本人確認書類と同様）

・委任状（実印）

・本人の印鑑証明書

（4）開示等の請求の手数料およびその徴収方法

利用目的の通知の求め、開示の請求、第三者提供記録の開示請求に対し

ては、1回あたり1,000円を手数料として徴収させていただきます。開示等

の請求の申請書類に1,000円分の郵便切手を同封してください。

なお、手数料が不足していた場合および手数料が同封されていなかった

場合は、その旨ご連絡を申し上げますが、所定の期間内に手数料のお支払

がなかったときは、求めがないものとして対応させていただきます。

（5）開示等の請求に対する回答方法

電磁的記録の提供による方法、書面の交付による方法その他当社の定め

る方法のうち本人が請求した方法により回答申し上げます。

（6）開示等の請求に関して取得した個人情報の利用目的

開示等の請求に伴い取得した個人情報は、開示等の請求に必要な範囲内

でのみ取り扱うものとします。ご提出頂いた書類は、開示等の請求に対す

る回答が終了した後、5年間保存し、その後廃棄させて頂きます。

（7）保有個人データの不開示事由について

次のいずれかに該当する場合は、不開示とさせていただき、不開示の決

定をした場合はその理由を通知いたします。また、不開示の場合でも、所



定の手数料をいただきます。

・本人確認ができないとき

・代理権が確認できないとき

・所定の申請書類に不備があったとき

・開示の請求の対象が保有個人データに該当しないとき

・本人または第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそ

れがあるとき

・当社の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがあるとき

・他の法令に違反することとなるとき


